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第1章 研究の背景と目的 

福島県は、2011年 3月 11日に発生した東日本大震災に

伴う福島第一原子力発電所事故（以下、原発事故）の影響

により、放射能被害を受けた。特に被害の大きかった原発

周辺の11市町村では避難指示区域が設定され、住民は避難

を余儀なくされた。また、これらの避難指示区域以外の地

域からも、原発事故そのものや放射能に対する恐怖や不安

から、多くの住民が避難することになった。 

福島県は、このいわゆる自主避難者(1)に対しても、災害救

助法に基づき、民間アパートや国家公務員宿舎、雇用促進

住宅などを応急仮設住宅（以下、仮設住宅）として無償で

提供してきた。しかし、福島県は「県内での除染の進捗や

食品の安全性の確保など、生活環境が整いつつある」1)とし

て、2015年 6月 15日に、自主避難者に対する仮設住宅の

無償提供を 2017 年 3 月末で打ち切ると発表した。この時

点で、自主避難者は約31,000人(2)存在した。 

仮設住宅の無償提供は、自主避難者にとって、ほぼ唯一

の支援策であったが、その打ち切りにかえて創設された福

島県の支援策は、避難生活を支えるものではなく、帰還を

促すものであった。全国の都道府県等の中には、自主避難

者に対する住宅支援策を制度化したところもあるが、その

利用実績は限られており、多くの自主避難者は、打ち切り

後にも避難先でさまざまな問題を抱えて生活しているとい

うのが実情である。 

避難者の生活実態や支援等にかかわる既往研究として、

自主避難者の避難の経緯や避難生活の実態等をアンケート

調査等から明らかにし、今後の課題や社会的支援のあり方

について考察した戸田（2016）など 2)3)4)5)が挙げられる。し

かし、仮設住宅の無償提供の打ち切り後における全国の都

道府県等による自主避難者に対する住宅支援策の実績や自

主避難者の生活実態については十分に明らかにされていな

い状況にある。 

そこで本研究は、これまでの自主避難者の避難実態と支

援策、仮設住宅の無償提供終了前の自主避難者の生活実態

と意向を整理した上で、終了後の支援策と自主避難者の生

活実態と意向を明らかにすることで、今後の自主避難者の

生活再建に向けた効果的な支援のあり方について考察する

ことを目的とするものである。 

第2章 自主避難者の避難実態と支援策 

第1節 自主避難者の避難実態 

復興庁からの情報提供をもとに、福島県が月に1度発表

している「県外の避難者数の状況」6)と、週1度更新してい

る「平成23年東北地方太平洋沖地震による被害状況即報」
7)の県内避難者数を合わせて、福島県民の県内外の避難者数

を算出すると、避難者数のピークは 2012 年 6 月 7 日の集

計により163,404人である（図1）。その後、避難者の恒久

住宅への移行などに伴って減少し、原発事故が発生してか

ら約6年後にあたる2017年3月13日時点では76,888人と

なっている。避難先については、福島県が37,670人で最も

多く、次いで東京都が5,061人、埼玉県が3,993人、茨城県

が3,690人と多い。 

自主避難者については、原発事故直後の 2011年 3月 15

日時点では40,256人である 8)。いわき市、相馬市などの福

島第一原子力発電所から近い地域から避難した者が多く、

次いで郡山市、福島市の中通りから避難した者が多い。避

難先としては、東京都、山形県、新潟県が多く、これらの

3 都県で全体の 4 割弱を占めている。国際環境 NGO FoE 

Japan等が 2011年 7月に行ったアンケート調査結果 9)によ

ると、避難を決意した理由として、「内部被ばくが心配」や

仮設住宅の無償提供の終了後における自主避難者の生活実態と意向 

－福島原発事故の発生に伴う福島県からの自主避難者を対象として－ 
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「自宅・学校などで放射線量が高くなってきた」が多い。

そのため、被ばくから放射能の影響を受けやすい子どもを

守るために避難した者が多く、家族を避難元に残して避難

した母子避難世帯が多い。なお、自主避難者数は、仮設住

宅の無償供与終了間際の 2017年 3月時点では 12,239世帯

となっている 10)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2節 自主避難者に対する支援について 

第1項 仮設住宅の提供 

原発事故直後から、災害救助法の適用により、自主避難

者に仮設住宅が提供された。自主避難者の多くは県外に避

難したため、特に福島県が民間賃貸住宅や公営住宅等を借

上げた、いわゆる「みなし仮設住宅」が多く提供されたが、

2012年12月28日で新規受付が終了となった。災害救助法

では、仮設住宅の供与期間は原則として2年間であるが、

その期間が1年ごとに延長され、最終的に自主避難者に対

しては2017年3月末で供与終了になった。 

第2項 子ども被災者支援法による支援 

2012年6月に、子ども被災者支援法が成立した。この法

は自主避難者の「避難の権利」を定めており、被災者が自

らの意思によって避難元での居住継続、避難継続、帰還が

できるよう適切に支援を行うというものである。しかし、

基本方針については1年が過ぎても定められなかったため、

2013年8月に、自主避難者が行政不作為の訴訟を提起する

事態に至った。これを受けて、その提起日の8日後に基本

方針案が発表されることになったが、そこで示された支援

策は、2013年 3月 15日に復興庁が発表した「原子力災害

による被災者支援施策パッケージ」11)とほとんど内容の変

わらないものであり、既存の施策の寄せ集めに過ぎなかっ

た。 

 

 

 

 

 

 

その後2014年10月1日より、公営住宅へ入居の際の優

先的取扱い 12)（表1）が行われるようになり、2017年7月

16日現在、優先的取扱いを実施している都道府県及び政令

市は、41都道府県17市となっている（表2）。この措置を

受けるには避難元市町村で居住実績証明書の発行が必要で

あり、実施期間は当分の間とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

第3章 打ち切り前の自主避難者の生活実態と意向 

第1節 避難者意向調査から読み取れる生活実態と意向 

福島県では、2013年から2015年まで毎年度、避難者意 

向調査を実施している 13)14)15)。2016年以降は、回収数の減

少等の理由により実施されていない。以下では、原発事故

から間もない 2013 年の結果に焦点を当てて自主避難者の

生活実態と意向をみる。 

避難状況については、「世帯の一部のみが避難している」

の割合が 33.2％と高い。これは、母親が子どもだけを連れ

て避難する母子避難が多いからだと考えられる。 

住民票の変更状況については、「全員が住民票を移した」

の割合が 50.6％と高い。これは強制避難者と違い、住民票

を移さなければ避難先での行政等のサービスを受けられな

いからだと考えられる。 

住居形態 

については

（図 2）、

「みなし仮

設住宅」の

割 合 が

51.6％と高

い。また

2014 年と

2015年は 

「持ち家」の割合が増えており、避難生活の長期化により、

避難先での定住を選んだ者が増えたのだと考えられる。 

生活で不 

安なこと・

困っている

ことについ

ては（図3）、

「生活資金

のこと」の

割 合 が

61.7％、「住

まいのこと」 

の割合が58.7％、「身体の健康のこと」の割合が55.9％で高

い。これら3つの割合は、2015年になっても高い。 

今後の生活の予定については（図4）、福島県外と県内で

避難している自主避難者では回答に違いがみられる。福島

図1 避難者数の推移 
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出典1：福島県「県外への避難状況」（2017）

出典2：福島県「平成23年度東北地方太平洋沖地震による被害状況即報」（2017）

注：自主避難者数と強制避難者数のデータが途中からなのはデータがないためである。
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表1 公営住宅の入居要件の取扱いについて 
入居要件 通常の取扱い 優先的な取扱い

住宅困窮要件
住宅を所有している者
は、原則として住宅困
窮要件を満たさない。

福島県中通り及び浜通り（避難指示
区域を除く）に住宅を所有していても、
当該住宅を所有していないものとみ
なす。

収入要件
入居者及び同居者の
所得金額の合計額。

分離避難の場合に限り、世帯全員の
所得金額の合計額を1/2にした額。

出典：復興庁「子ども被災者支援法に基づく支援対象避難者の公営住宅への入居」（2017）

表2 優先的取扱いを実施している都道府県及び政令市 
都道府県名 政令市名

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福
島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京
都、神奈川県、山梨県、新潟県、富山県、石川県、福井
県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀
県、京都府、兵庫県、和歌山県、岡山県、広島県、山口
県、徳島県、香川県、高知県、福岡県、佐賀県、熊本
県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

札幌市、仙台市、さいたま
市、千葉市、横浜市、川崎
市、相模原市、新潟市、静
岡市、浜松市、名古屋市、
大阪市、京都市、神戸市、
岡山市、広島市、熊本市

注：2017年7月16日時点のデータである。
出典：復興庁「子ども被災者支援法に基づく支援対象避難者の公営住宅への入居」（2017）

図2 住居形態 
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みなし仮設住宅(民間賃貸住宅・公営住宅)

みなし仮設住宅(雇用促進住宅・UR住宅)
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無回答

出典：福島県「避難者意向調査」（2016） 2013年 2014年 2015年

図3 生活で不安なこと・困っていること 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

身体の健康のこと

住まいのこと

心の健康のこと

生活資金のこと

先行きが見えないこと

放射線の影響のこと

介護のこと

仕事のこと

食生活のこと

避難先での生活での情報不足

相談相手がいないこと

避難元の情報の不足

子育ての事

教育のこと

その他

無回答

出典：福島県「避難者意向調査」（2016）

注：該当する選択肢を全て選んだ結果である。 2013年 2014年 2015年

- 2 -



公益社団法人日本都市計画学会 都市計画報告集 No.17, 2018 年 5 月  
Reports of the City Planning Institute of Japan, No.17, May, 2018 

 

県外の者は、 

「未定」の

割合、「被災

当時および

避難先以外

の福島県内

の市町村で

の定住」の

割合が、そ

れぞれ 

36.3％、27.0％と高い。福島県内の者は、「被災当時の居住

地と同じ市町村に戻りたい」の割合が35.4％と高く、「現在

の避難先市町村に定住したい」の割合が20.2％と高いため、

福島県内で暮らしたい思いが強いことが読み取れる。 

避難元自 

治体に帰還

する条件に

ついては

（図 5）、

「放射能の

影響や不安

が少なくな

る」の割合

が 35.0％、

次いで「地

域の除染が 

完了する」の割合が23.9％と高い。「原発事故についての不

安がなくなる」の割合は 25.1％で、年々その割合が大きく

なっており、原発事故が収束していないことへの不安が 

増していることがわかる。また「災害・復興公営住宅の入

居が決まる」の割合が 26.7％と高く、避難当初は安心して

暮らせる住まいを条件とする者が多かったことがわかる。 

今後の生 

活で必要だ

と思う支援

については

（図 6）、

「生活資金

に関する支

援」の割合

が 40.0％と

高く、また

「東京電力

の賠償金に 

関する情報提供」の割合が 36.4％と高いことから、避難生

活で金銭的に困窮している自主避難者が多くいることがわ

かる。 

第2節 生活再建支援拠点に寄せられた相談内容 

 福島県は、自主避難者への仮設住宅の無償提供を2017年

3 月末で打ち切りにすることを決定したことに伴って、県

外の避難者に対して支援を拡充するため、2016年4月か 

ら、全国 26 か所に「生活再建支援拠点」を設置している

（表3）。実 

際の運営は、

一般社団法

人ふくしま

連携復興セ

ンターに

「福島県外

避難者への

相談・交流・

説明会事業」

として委託

されている。

以下では、

仮設住宅の 

供与終了の発表から1年が経過し、自主避難者に生活の方

向性の決断が迫られた期間である 2016 年度において、こ

の生活再建支援拠点に寄せられた相談案件から、自主避難

者の属性や生活上の困りごとをまとめる。 

相談件数は、全体で月に100～200件ほどであり、合計で

1,803件、そのうち自主避難者は1,518件で全体の8割以上

を占めている。 

はじめに相 

談者の避難元

自治体の内訳

（図7）につい

てみる。最も

割合が高いの

が郡山市で

27.3%、次いで

南相馬市で

19.0％となっ

ている。 

相談内容の

内訳（図8）を

みると、住宅

に関する相談

が 39.3％で全

体の 4 割を占

めている。次

いで支援策、

生活に関する 

相談が多くなっている。この理由として、2017年3月末の

住宅の無償提供の終了に伴い、供与終了後の住まいをどう

すべきか、避難を継続するか、帰還するか等、今後の生活

の方向性に悩む自主避難者が多くいたことが考えられる。 

相談の内容を定住、帰還、未定、不明、その他に分類す

ると、最も割合の高いのが定住に関する相談で 43.0％、次

いで今後どうするか未定の相談が 27.0％と高くなっている。

図7 避難元自治体の内訳 
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図5 避難元自治体に帰還する条件 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

地域の除染が完了する

放射能の影響や不安が少なくなる

避難指示等の解除

避難元の住居に住めるようになる

避難元の地域が元の姿に戻る

原子力発電所事故についての不安がなくなる

すでに帰る準備を進めている

仮設住宅・借上住宅の提供が終了する

避難元で仕事が見つかる

子どもが学校を卒業する

災害・復興公営住宅への入居が決まる

福島県内での住み替え先が見つかる

その他

無回答

出典：福島県「避難者意向調査」（2016）

注：該当する選択肢を全て選んだ結果である。 2013年 2014年 2015年

図6 今後の生活で必要だと思う支援 
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生活資金に関する支援

健康や福祉に関する支援
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定住先での生活支援

除染状況に関する情報の提供

農産物の安全に関する情報提供

子育てに関する支援

介護に関する支援

就職に関する支援

就学・進学に関する支援

事業再開・起業に関する支援

その他

支援は必要ない

無回答

出典：福島県「避難者意向調査」（2016）

注：該当する選択肢を全て選んだ結果である。 2013年 2014年 2015年

表3 生活再建支援拠点について 
担当エリア 拠点名

北海道 北海道NPOサポートセンター
秋田県・青森県・岩手県 あきたパートナーシップ
宮城県 みやぎ連携復興センター
山形県 山形の公益団体を応援する会・アルミ
福島県 ふくしま連携復興センター
茨城県 茨城県内への避難者・支援者ネットワーク
栃木県 とちぎボランティアネットワーク
群馬県 ぐんま暮らし応援会
埼玉県 福島県外避難者相談センター
千葉県 ちば市民活動・市民事業サポートクラブ
東京都 医療ナットワーク支援センター
神奈川県 かながわ避難者と共にあゆむ会
新潟県 新潟県精神保健福祉協会
山梨県・長野県 東日本大震災・山梨県内避難者と支援者を結ぶ会
富山県・石川県・福井県 石川県災害ボランティア協会
静岡県 静岡県臨床心理士会
愛知県 愛知県被災者支援センター
岐阜県・三重県 レスキューストックヤード
滋賀県・京都府 和(なごみ)
大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県 関西広域避難者支援センター
鳥取県・岡山県 ほっと岡山
島根県・広島県・山口県 ひろしま避難者の会「アスチカ」
徳島県・香川県・愛知県・高知県 えひめ311
福岡県・佐賀県・長崎県・熊本県 被災者支援ふくおか市民ネットワーク
大分県・宮崎県・鹿児島県 「うみがめのたまご」～3.11ネットワーク～
沖縄県 福島避難者のつどい沖縄じょんがら会
出典：福島県「生活再建支援拠点　各連絡先」（2016）
注：岐阜県と三重県を担当している拠点は三重県に設置。

図8 相談内容の内訳 
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図4 今後の生活の予定 
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出典：福島県「避難者意向調査」（2016）

被災当時の居住地と同じ市町村に戻りたい
現在の避難先市町村に定住したい
被災当時および避難先以外の福島県内の市町村に定住したい
福島県外に定住したい
未定
その他
無回答

- 3 -



公益社団法人日本都市計画学会 都市計画報告集 No.17, 2018 年 5 月  
Reports of the City Planning Institute of Japan, No.17, May, 2018 

 

また、帰還に関する相談は最も少なく8.4%であり、避難者

の多くが避難先での定住を希望していると読み取れる。 

 

第4章 打ち切り後の支援策と避難者の生活実態と意向 

第1節 打ち切り後の支援策 

全国の都道府県に対してヒアリング調査を行ったところ、

2017 年 3 月末の仮設住宅の無償提供の打ち切りに伴って、

自主避難者に対する住宅支援策を実施しているのは 18 都

道府県であった（図9）。子ども被災者支援法による支援の

みを行っているところがほとんどであるが、住宅の無償提

供、公営住宅に専用枠を設定、公営住宅における特定入居、

家賃や移転費用の補助による支援なども行われている。以

下では、これらの住宅支援の内容、実績等を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1項 福島県の支援 

（1）移転費用の補助 

厳密には打ち切り

前の支援であるが、

福島県は、仮設住宅

から自宅等への移転

費用を補助する、「福 

島県ふるさ

と住宅移転

補助金」（表

4）を創設し

た。これは、

仮設住宅の

無償提供の

終了日であ

る2017年3

月末が期限

である。約 

4,500世帯がこの支援を受けた。 

（2）民間賃貸住宅等への家賃補助 

福島県は仮設住宅等に避難している世帯のうち、収入要

件を満たし、供与期間終了後も民間賃貸住宅等で避難生活

の継続が必要な世帯に、2017年1月分から家賃等の補助を

行っている（表5）。約2,000世帯がこの支援を受けた。 

第2項 福島県以外の都道府県の支援 

（1）公営住宅入居の際の優先的取扱い 

子ども被災者支援 

法に基づき、公営住

宅に入居する際の要

件を緩和する優先的 

取扱いを行っている

都道府県については、

表2で見た通りであ

る。実績をみてみる

と（表6）、ほとんど

の都道府県で入居数

は少ないことがわか

る。これは、公営住

宅以外の民間賃貸住

宅等に住み替えた者

が多いことや、世帯 

分離している世帯には収入要件が緩和されているものの、

これを満たすことが難しいためだと考えられる。 

（2）住宅の無償提供  

自主避難者や避難者向けに住宅を無償提供している都道

府県は、6道府県である（表7）。これは空いている公営住

宅や職員公舎に入居という形となるため、募集枠を設定し

ているところは山形県のみであり、多くは自主避難者の応

募状況によって対応する形となっている。対象は仮設住宅

の供与終了になった自主避難者や、東日本大震災で被災し

た者となっている。入居要件として、一般的な公営住宅に

入居する際の要件に加えて、各自治体で定めている県営住

宅条例に基づく要件があるが、山形県では避難元の住居を

既に引き払っていることを要件としており、帰還ではなく

山形県での定住を予定している者向けとなっている。また、

所得税非課税世帯を要件としているため、生活保護を受給

している者のような、収入がかなり低く生活に困窮してい

る世帯でないと入居はできなくなっている。 

 

 

 

 

 

 

（3）公営住宅に専用枠を設定 

 公営住宅に関して、上記（1）の優先的取扱いと同様に入

居要件を緩和するとともに、自主避難者に対する専用枠を

設けている都道府県は、5都県である（表8）。都県によっ

表5 福島県民間賃貸住宅等家賃補事業補助金 

対象世帯

応急仮設住宅等に避難している世帯のうち、収入要件を満たし、 供
与期間終了後も民間賃貸住宅等で避難生活を継続することが必要
な世帯。県内避難者については、指定難病や障がい（障害等級第
１、２級）のため避難先の特定の病院での治療を必要とする世帯を対
象とする。また一定条件（手狭、家賃が低廉な住宅への転居）のもと
で現在居住している都道府県内（県内は避難先の市町村内、東京
都・神奈川県・埼玉県への避難世帯は、関東地方内）で転居する世
帯も対象とする。なお避難指示区域からの避難世帯、原子力損害賠
償（住居確保損害及び家賃に係る賠償）の対象となる世帯は支援対
象外。

収入要件

基準額「月額所得21万4,000円以下」の世帯を対象とする。母子避難
など二重生活世帯については「子ども・被災者支援法」に基づく公営
住宅入居の優先的取扱いに準じて、世帯全体の所得を２分の１とし
て取り扱う。

対象期間
平成29年１月分から平成31年３月分まで。 制度を公表した平成27年
12月25日以降の賃貸借契約を対象とする。

補助額

・平成29年１月～平成30年３月分家賃等の２分の１
一月当たり最大３万円
・平成30年４月～平成31年３月分家賃等の３分の１
一月当たり最大２万円
・住宅の賃貸借契約に係る初期費用の補助 定額10万円

出典：福島県「帰還・生活再建に向けた総合的な支援策について」（2016）

図9 各都道府県の自主避難者に対する支援 

表 6 優先的取扱いの入居
都道府県名 入居数 都道府県名 入居数

北海道 4世帯 静岡県 0世帯
青森県 0世帯 愛知県 10世帯
岩手県 0世帯 三重県 0世帯
宮城県 0世帯 滋賀県 0世帯
秋田県 0世帯 京都府 3世帯7人
山形県 8世帯 兵庫県 0世帯
福島県 0世帯 和歌山県 0世帯
茨城県 3世帯 岡山県 0世帯
栃木県 1世帯 広島県 2世帯7人
群馬県 6世帯15人 山口県 0世帯
埼玉県 2世帯 徳島県 0世帯
千葉県 0世帯 香川県 3世帯13人
東京都 36世帯 高知県 0世帯

神奈川県 0世帯 福岡県 3世帯
新潟県 0世帯 佐賀県 1世帯
富山県 0世帯 熊本県 0世帯
石川県 0世帯 大分県 0世帯
福井県 0世帯 宮崎県 1世帯4人
山梨県 0世帯 鹿児島県 0世帯

長野県 0世帯

岐阜県 1世帯
注：2017年4月時点のデータである。

沖縄県
29世帯111人
(避難者全体)

表7 住宅の無償提供を行っている道府県 
都道府県名 支援内容 実績

北海道 2018年3月31日まで無償提供 22世帯62人が入居
山形県 県職員公舎50戸を2019年3月31日まで無償提供 8世帯12人が入居

県営住宅を2018年3月まで無償提供

県職員・企業庁公舎は空きがあれば無償提供(2018年3月31日まで)
京都府 公営住宅を入居から6年間無償提供(最長2018年まで) 3世帯7人が入居

県営住宅・職員公舎を2019年3月まで無償提供 4世帯5人が入居
県借り上げ住宅の入居期間を2019年3月末まで延長 1世帯3人が入居

注：2017年4月時点でのデータである。

三重県

鳥取県

なし

愛媛県 公営住宅・県職員公舎を2018年3月まで無償提供
8世帯11人(岩手県・宮
城県・福島県)が入居

対象世帯
県内外の応急仮設住宅等から県内（県内避難
世帯は避難元市町村）の自宅等へ移転した世
帯。

対象期間
平成２７年１２月１４日から受付。
平成２９年３月末までに移転が完了すること。

補助額
・県外からの移転１０万円（５万円）
・県内からの移転 ５万円（３万円）
()内は単身世帯

出典：福島県「帰還・生活再建に向けた総合的な支援策について」（2015）

表4 福島県ふるさと住宅移転補
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て違いはあるが、募集戸数に対して実績が少ないという点

は共通している。これは、公営住宅の立地が悪いことのほ

か、入居要件を満たすことができない自主避難者が少なく

ないことによる。例えば、新潟県では、被扶養者のみの入

居はできず、結婚している場合は別居が認められないため、

母子避難等の夫と別々に暮らしている世帯は対象外となっ

てしまう。また、千葉県でも、扶養親族との別居が認めら

れていない。 

 

 

 

 

 

 

（4）特定入居による公営住宅への正式入居 

公営住宅において特定入居

を行っている都道府県は、6府

県である（表 9）。特定入居と

は、公営住宅に住んでいる者

が抽選など公募によらずに同

じ公営住宅に入居継続できる 

ようにするものである。どの府県も対象は 2017 年 3 月末

に仮設住宅が供与終了となる者である。要件は、一般的な

入居要件と変わらないため、入居する者が少ないと考えら

れる。 

（5）家賃・移転費用の補助 

 家賃や移転費用の補助による支援を行っている都道府県

は、5道県である（表 10）。2017年 1月 1日以降に、それ

ぞれの道県内の仮設住宅で避難生活をしていた者が対象で

あり、それぞれの道県内に転居することが必要である。沖

縄県の場合、要件として、福島県の民間賃貸住宅等の家賃

補助を受けている者であることが必要であり、福島県の補

助を受けられない場合は沖縄県の補助の要件から外れてし

まうことになる。北海道や新潟県で引越補助を受けた者が

いない理由として、2017年1月以前の転居は対象にならな

いこと、公営住宅への転居が対象であるため、収入要件を

満たすのが難しく、転居自体が難しいということが考えら

れる。 

 

 

 

 

 

 

第 2 節 ヒアリング

による自主避難者

の生活実態と意向 

 自主避難者の生活

実態と意向を把握す

るため、山形県8名、  

東京都 5 名、栃木県 8 名の計 21 名の自主避難者に対して

ヒアリング調査を行った（表11、表12）。以下に、その結

果を示す。 

第1項 回答者の属性  

避難前と現在の世帯構成について、原発避難に伴って現

在では、夫と別に住んでいる世帯が21人中11人（1、2、

3、4、5、6、9、12、13、14、19）と多い。このように、自

主避難者には母子避難世帯が多い。 

 避難開始時期については、2011 年中に避難した者は 21

人中20人（4以外）であり、そのうち原発事故直後である

3月に避難した者が9人（2、8、13、14、15、17、18、19、

21）と多い。これは放射能の影響をいち早く避けようとし

たことが理由である。 

 現在の住居形態について、民間賃貸住宅に住んでいる者

が21人中9人（1、2、3、8、9、10、11、13、21）と多く、

次いで公営住宅で5人（7、17、18、19、20）、雇用促進住

宅で3人（4、5、6）となっている。その中で仮設住宅の供

与終了に伴い転居した者が12人（1、2、3、8、9、10、13、

14、16、18、19、21）で6割と多く、仮設住宅から民間賃

貸住宅に転居した者が多い。また公営住宅や雇用促進住宅

の場合は、そのまま住居を変えずに住み続けている者が多

い（4、5、6、7、17、20）。 

第2項 避難先について 

現在の避難先を選んだ理由として、避難元から近いため

が21人中8人（1、2、3、4、5、6、8、10）と多い。その

他、線量が低いためが7人（1、2、3、4、8、11、16）、仮

設住宅があったためが6人（4、5、6、7、10、13）、といっ

た理由も多く挙げられた。 

現在の避難先を選んで良かったこととして、交流や人間

関係が良好なことが21人中11人（4、5、6、7、9、10、11、

13、14、15、16）と多く、次いで帰りやすいこと（1、2、

3、9、12、16）、住みやすいこと（13、16、19）が多い。 

現在の避難先を選んで悪かったこととして、なしと答え

る者が21人中10人（4、10、11、12、13、14、15、16、20、

21）で、避難先での生活に満足している者が半数いる。し

かし、米沢市の自主避難者については、雪が多いことを挙

げる者（1、3、5、6、7、8）がいる。 

第3項 生活について 

次に、避難当初の生活の困りごととして、経済的負担に

ついて悩みを挙げる者が21人中8人（2、4、6、9、10、12、

15、20）と多く、その内容としては、避難元の自宅はその

ままにして避難してきており、家賃やローンを二重に払う

必要があるため、経済的に苦しかったと答える者（4、6、

12、15）がいる。他に住民票を移していないことにより、

必要な行政サービスや銀行等で書類を作成する際の手続き

に時間がかかったという者（9、10、12）や、知らない土地

に引っ越してきたことにより、知り合いがいない状況で家

に籠ってしまったという者（3、7、8）もいる。 

次に現在の生活の困りごとについて、避難当初と変わら

ず経済的負担についての悩みを挙げる者が21人中8人（2、 

目的 自主避難者の生活の現状を明らかにする。

対象
山形県8名、栃木県8名、東京都5名の自主避
難者計21名。

調査項目

1. 回答者の属性
2. 避難先について
3. 生活について
4. 支援について
5. 今後の意向について

調査期間 2017年12月22日～2018年1月20日

表11 ヒアリング調査の概要 

表9 特定入居を行っている府県 
都道府県名 実績

青森県
愛知県
大阪府
岡山県
香川県 3世帯13人が入居
福岡県 3世帯が入居

注：2017年4月時点でのデータである。

なし

表10 家賃・移転費用の補助を行っている道県 
都道府県名 支援内容 実績

民間賃貸住宅等の家賃等1/2(月額上限1.5万円)を補助 18世帯
公営住宅へ転居する際、1世帯当たり5万円を補助 なし

秋田県 現在居住している住宅以外の住宅に転居する際の引越補助を上限10万円 6世帯
山形県 転居の際の引越費用の補助(複数世帯5万円・単身世帯3万円) 48世帯

小中学生がいる世帯に対して、月額1万円の家賃補助 66世帯
公営住宅へ転居する際、1世帯当たり5万円を上限に補助 なし

沖縄県
家賃の一部補助(2017年4月分から2018年3月分＝月額1万円
2018年4月分から2019年3月分＝月額5千円)

12世帯

注：2017年4月時点のデータである。

北海道

新潟県

表8 公営住宅に専用枠を設定している都県 
都道府県名 支援内容 実績

専用枠150戸を設定 1世帯2人が入居
定期募集時に自主避難
者枠を設定(4月期：10戸)

なし

千葉県 専用枠50戸を設定 なし
東京都 専用枠約300戸を設定 191世帯が入居（このうち25世帯が辞退）

神奈川県 専用枠70戸を設定 10世帯が入居
新潟県 専用枠307戸を設定 26世帯が入居

注：2017年4月時点でのデータである。

埼玉県

- 5 -
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表12 ヒアリング調査結果 

良かったこと 悪かったこと 避難当初 現在

1 Aさん 38 女性
妻・夫・息
子2人

妻・息子2
人(小3,5)

福島市
2011年

9月

民間賃貸
住宅→民
間賃貸住
宅

山形県
米沢市

・避難元から近いため行き
来しやすく、低線量なため。

・避難元から近いため、
帰りやすいこと。

・雪が多いこ
と。

・子どもが私立の幼稚
園しか入れなかったこ
と。
・子どもの精神状態が
不安定だったこと。

・両親、子どもの学
校をどうすべきか、
その将来が不安な
こと。

・お金がかかるよう
になったため、働く
ようになった。

・福島県
の家賃補
助

・家賃を出
してほしい

定
住

・子どもの進路
によって決める
ため。

2 Bさん 43 女性
両親・妻・
夫・娘(6歳)

妻・娘
南相馬
市原町

区

2011年
3月14日

民間賃貸
住宅→民
間賃貸住
宅

山形県
米沢市

・避難元から近く低線量な
ため。
・北関東は高速道路がと
まっていたため。

・避難元から近いため
帰りやすいこと。

・よそ者扱い
されたように
感じたこと。

・借上住宅が大きな住
居で、いるだけで光熱
費がかかったこと。
・住み替えができなかっ
たこと。

・二重生活のため
お金がかかること。

・家賃補助の要件
を満たしていなかっ
たため、お金がか
かる。

・なし
(要件から
外れた)

・住宅支援
未
定

子どもがどこに
行くかで決める
ため。

3 Cさん 43 女性 夫・妻・娘
妻・娘2人
(幼稚園
児,小4)

福島市
2011年

7月

民間賃貸
住宅→民
間賃貸住
宅

山形県
米沢市

・福島市から近く低線量な
ため。

・避難元から近いため
帰りやすいこと。
・避難のことをカミング
アウトしても嫌な顔をす
る人がいなかったこと。

・雪が多いこ
と。

・母子避難で妊娠して
おり、子どもの世話が
大変だったこと。
・友達や知り合い、話し
相手がおらず辛かった
こと。

・福島市に比べ光
熱費や水道代が高
いこと。

・お金がかかるよう
になったが、働きた
くても働けない。

・福島県
の家賃補
助

・住宅支援
定
住

・子どもの将来
で決め、今後10
年以上は帰らな
いため。

4 Dさん50代 女性
夫・妻・子
ども2人

妻・子ども
2人(学生)

中通り 2012年
雇用促進
住宅

山形県
米沢市

・無償で住める借上住宅(雇
用促進住宅)があり、福島
県から近く低線量なため。

・交流会で地域の人と
交流できたこと。

・なし

・福島の自宅の家賃を
払いながらの二重生活
により、経済的負担が
増したこと。

・福島県に住んで
いる人に会った際
にとても気を遣うこ
と。

・経済的負担によ
り、子どものための
貯金を切り崩して生
計を立てている。

・なし
・生活用品
(ゴミ袋等)
の提供

定
住

・自分も含めて
安全なところで
暮らしたいた
め。

5 Eさん 65 女性 夫・妻 妻
南相馬
市原町

区

2011年
8月

雇用促進
住宅

山形県
米沢市

・福島から近く、雇用促進住
宅が空いていたため。

・お茶会で参加者の方
と出会えたこと。

・雪が多いこ
と。

・南相馬市に越してきた
ばかりだったので、残し
てきた自宅への不安が
あること。

・団地内に自分一
人しか住んでいな
いため、動けなく
なったら怖いこと。

・住んでいる雇用促
進住宅が古いわり
に家賃が高いため
大変。

・福島県
の家賃補
助

・布団乾燥
機や米の提
供

未
定

・実家の相続の
問題、人との繋
がりを断ちたく
ないため。

6 Fさん 39 女性
夫・妻・娘2
人・息子

妻・娘2
人・息子

伊達市
2011年

4月
雇用促進
住宅

山形県
米沢市

・姉の友達が借上住宅(雇
用促進住宅)を借りると聞
き、また距離が近いため。

・避難者が多く、交流会
が盛んに行われていた
こと。

・雪が多いこ
と。

・二重生活により生活
費が大変で、貯金を切
り崩して生活しているこ
と。

・現在も同じ。
・保険を解約してそ
のお金を生活費に
充てている。

・福島県
の家賃補
助

・おむつ等
の日用品や
乾物の提供

帰
還

・娘の中学校入
学時に帰還する
かもしれないた
め。

7 Gさん 70 女性
夫・妻・娘
家族5人

夫・妻・娘
家族5人

国見町
2011年
4月末

公営住宅
山形県
米沢市

・娘が子どもの放射能被害
を気にし、ネットで借上住宅
を申し込んだため。

・孫に対するいじめがな
く、親切で誰でも受け入
れてくれること。

・雪が多いこ
と。

・知り合いが全くいな
かったこと。

・福島の自宅に空
き巣が入らないか
心配なこと。

・生活がひっ迫して
いる。

・福島県
の家賃補
助

・住宅支援
定
住

・放射能が信用
できないため。

8 Hさん 30代 女性 夫・妻
夫・妻・子
ども2人

伊達市
2011年

3月

借上住宅
→民間賃
貸住宅

山形県
米沢市

・福島県から近く低線量で
あり、夫の転勤があったた
め。

・小児科が多いこと。
・雪が多いこ
と。

・妊娠していたため集ま
りに行けず、2年以上孤
立していたこと。

・病院を探すのが
大変なこと。

・なし
・福島県
の家賃補
助

・雪かきの
支援

帰
還

・夫の職場が遠
く、ストレスのは
け口になるのが
嫌なため。

9 Iさん 40 女性
妻・夫・子
ども

妻・子ども
(中学生)

郡山市
2011年
10月

借上住宅
→民間賃
貸住宅

栃木県
宇都宮

市
・実家が近くにあるため。

・地域での交流に恵ま
れたこと。
・避難元に帰りやすいこ
と。

・実家が近い
ことにより、
帰ってきてい
ることについ
て聞かれたこ
と。

・避難により退職したた
め、出費が増え収入が
減ったこと。
・罹災証明では証明書
にならず、銀行等の手
続きが大変だったこと。
・福島から近いため放
射能が心配だったこと。

郡山の自宅は放射
能の心配があるた
め引っ越す必要が
あり、帰還すること
への不安があるこ
と。

・生活が苦しくなり、
今後どうするか迷っ
ている。

・福島県
の家賃補
助

・不安をなく
すような支
援や子ども
が自立する
まで何かし
らの支援

帰
還

・子どものお金
がかかる時期な
ため、帰らざる
を得ないため。

10 Jさん 30代 女性
妻・夫・子
ども3人(未
就学児)

妻・夫・子
ども3人

田村市
2011年

9月

借上住宅
→民間賃
貸住宅

栃木県
宇都宮

市

・実家と福島の自宅から近
く、良い借家が見つかった
ため。

・実家から近いため子
育て面でサポートしても
らえたこと。
・周囲の偏見が少なく、
人間関係で困ることが
なかったこと。

・なし

・住民票を移さないこと
で、健康診断が受けら
れなかったこと(大人の
み)。
・選挙権が福島にあっ
たこと。
・引っ越しや転園に伴う
費用等、経済的な負担
が大きく先が見通せな
かったこと。

・先行きが見通せ
ないため、子どもの
進学の問題を考え
ると難しいこと。
・経済的負担が増
し、避難元の自宅
のローンと固定資
産税の支払いが大
変であること。

・経済的な負担が
増したことに尽き
る。これにより働き
始めた。

・福島県
の家賃補
助

・住宅支援
・二重住民
票を認めて
ほしい

定
住

・福島の環境に
疑いを持ったた
め。
・子どもが今の
生活に慣れ、夫
の求職・転職が
必要となってし
まうため。

11 Kさん 30代 女性
妻・夫・娘・
息子

妻・夫・娘
(中3)・息
子(中1)

福島市
2011年
10月

民間賃貸
住宅

栃木県
宇都宮

市

・夫の職場を変えずに通勤
できるところであり、那須塩
原よりも低線量なため。

・住んだ場所は転勤族
が多いため、転入がス
ムーズだったこと。
・小学校では学校指定
外の運動着が許され、
保護者も子どもも転校
生に対して非常に寛容
なこと。

・なし

・借上住宅の延長発表
が1年ごとであったため
先が見通せず、パート
に行けなかったこと。

・福島の自宅の
ローンの支払い
で、お金がかかる
こと。

・住宅補助の申請
が終了してからの
引っ越しだったた
め、住宅費が重い。

・福島県
の家賃補
助

・住宅支援
・避難元の
自宅の工事
費の補償

帰
還

・子どもの学校
の関係で、5年
後には帰還する
ため。

12 Ｌさん 50代 女性
妻・夫・息
子

妻・息子
(夫は関
西に単身
赴任中)

郡山市
2011年

8月
実家

栃木県
南部

・当時避難がどれくらい続く
かわからず、郡山に戻りた
い気持ちがあったため。
・実家が近くにあるため。

・知らない土地ではな
く、郡山へ日帰りで行け
る場所であること。

・なし

・住民票を移さないこと
で、書類取得など不便
だったこと。
・よく利用していたATM
が近くになかったこと。
・自宅のローンを抱えて
の二重生活だったこと。

・経済的なことも含
めて自宅マンション
の維持が困難にな
り、昨年売却したこ
とで、持ち家を手放
したことへの不安
があること。

・実家に暮らしてい
るため変化はなし。

・なし
・せめて住
宅支援を継
続

未
定

・郡山の自宅は
手放したため、
今後のことは子
どもの進路や夫
の仕事で変わる
ため。

13 Mさん 57 女性
妻・夫・息
子2人・息
子の妻・孫

妻・息子2
人・孫

南相馬
市

2011年
3月15日

借上住宅
→民間賃
貸住宅

栃木県
那須塩
原市

・初めは南会津の避難所に
避難していたが、南相馬市
より、那須塩原市の借上住
宅が空いていていると聞い
たため。

・気候、住民の方が穏
やかで、とても生活しや
すいこと。

・なし

・避難先で日用品を購
入し準備するのが大変
だったこと。
・夫の入院で病院探し
が大変だったこと。
・自宅との往復が大変
だったこと。

・なし

・ここで生活してい
て良いものなのか、
改めて健康面で不
安になる。

・福島県
の家賃補
助

・住宅支援
継続

未
定

・長男は那須塩
原での定住で、
夫は避難元で
仕事をしている
ため。

14 Nさん 50 女性

夫の両親・
妻の母親・
妻・夫・息
子2人

妻の母
親・妻・息
子2人

川内村
2011年
3月18日

民間賃貸
住宅→一
軒家

栃木県
大田原

市

・子どもの中学校を探し、生
活できる(運転して来れる)
範囲だったため。

・交流会で様々な人に
出会えたこと。

・なし
・ありすぎて、1日1日生
きていくことで精一杯な
こと。

・現在も同じ。 ・家賃の面で大変。 ・なし

・放射能と
いう見えな
い不安を無
くす支援

定
住

・避難元の近く
には病院がな
く、現在病院に
通っているた
め。

15 Oさん 67 男性
妻・夫・息
子・娘(30
代)

妻・夫
南相馬
市原町

区

2011年
3月12日

一軒家
栃木県
大田原

市

・嫁の実家が栃木だったた
め。

・実家が近いため人と
の交流が増えたこと。

・なし
・二重生活で家賃を払
うのが大変なこと。

・供与終了でさらに
お金がかかるよう
になったこと(この
年で家賃性は厳し
い)。

・家賃を払うのが大
変(年金生活者には
厳しい)。

・福島県
の家賃補
助

・家賃補助
未
定

・帰りたいが妻
が病気なので帰
れないため。

16 Pさん 40代 女性 妻・娘(小1) 妻・夫・娘 郡山市
2011年

6月

民間賃貸
住宅→中
古住宅

栃木県
宇都宮

市

・避難元の家族に何かあっ
た時にすぐに駆け付けられ
る距離であるため。
・放射線量の低い地域に避
難したかったため。
・交通の便が良く、地元との
交流・移動がしやすいた
め。
・いざという時の就職口が
多そうなこと、子どもの教育
環境が整っていそうなこと。

・街も人も温かく、娘の
教育環境が整ってお
り、大変住みやすい環
境であること。
・郡山との行き来がしや
すく、地元の家族との交
流が密に取れること。
・利便性の高さから、活
動範囲が関東全域へと
広がり、広い交友関係
を築くことができたこと。

・なし

・土地勘が無く、知り合
いが一人もいなかった
ので、どこに行くにも何
をするにも下調べが大
変だったこと。

・二重生活が長期
化しており、生活費
の負担が年々膨ら
んでいること。

・家族3人で暮らす
為に主人の仕事を
福島から栃木へ移
行中。

・なし

・二重生活
が続いてい
るので、二
重生活に関
わる生活補
償や補てん
・子供の健
康に関わる
長期的な支
援や保障

定
住

・今ようやく築け
た環境で穏やか
に子どもの教育
環境・友人関係
を維持したいた
め。
・原発問題が解
決していないた
め。

17 Qさん70代 女性 妻・娘 妻
いわき

市
2011年
3月13日

都営住宅
東京都
新宿区

・息子が近くに住んでおり、
都営住宅に当選したため。

・山手線の便利さ、その
ため行動範囲が広がっ
たこと。
・病院も多いためもしも
の時に助かること。

・部屋が狭い
こと。

・この環境に慣れるの
が大変で、避難による
精神的なショックで入院
し、3年程鬱と精神不安
定だったこと。

・年を取って体力の
衰えを感じること。

・現在は無償だが
いつ終了になるの
か不安。

・なし
・なし(贅沢
だと思われ
るため)

定
住

・息子が近くに
おり、帰還は必
要なく、環境に
も慣れてきたた
め。

18 Rさん 70代 女性
妻・子ども2
人

妻・子ども

いわき
市

豊間地
区

2011年
3月13日

都営住宅
→都営住
宅

東京都
新宿区

・横浜に避難した際抽選に
落ち、都営住宅に当選した
ため。

・交通の便が良いこと。
・困ったときに頼れる社
協がおり、福祉が整っ
ていること(東京都の中
で新宿は待遇が良い)。

・部屋が狭い
こと。

・都営住宅だから仕方
ないと思うが、部屋が
狭いこと。

・現在も同じ。

・打ち切りになった
後が不安(自宅が津
波で流されたため、
2019年3月末までは
無償供与)。

・なし

・今よりも広
い家を提供
してほしい
(一般的なも
のよりは低
賃金のもの)

定
住

・原発に対する
不信感があるた
め。
・病院まで遠く、
住みにくい環境
であるため。

19 Sさん 70代 女性
妻・夫・娘
とその子供

妻
いわき

市
2011年
3月14日

都営住宅
→都営住
宅(単身
世帯用)

東京都
新宿区

・震災で通っていた病院が
閉鎖し避難せざるを得なく
なった。父親が以前東京に
住んでおり、都営住宅にす
ぐに入れたため。

・生活する上で不自由
することがなく、住んで
いる所が段差が少なく
住みやすかったこと。

・東京都の他
の区では支
援があるの
に新宿区で
はその支援
がないこと。

・環境に慣れるのが大
変だったこと。

・震災から7年が過
ぎ、精神的に弱くな
り寂しさを感じるこ
とが多いこと。

・2016年に別の都
営に引っ越したが、
やはり金銭面で苦
しいこと。

・なし

・都営住宅
から引っ越
す際の補助
と生活費

定
住

・車イス生活で、
帰りたいけど帰
れないため。

20 Tさん 60代 女性
妻・娘2人・
息子

妻
いわき

市
2011年

8月
都営住宅

東京都
新宿区

・品川プリンスホテルに一
時的に避難(2011年3月～4
月)しており、その際都営住
宅の抽選に受かったため。

・花の都だったこと。 ・なし
・経済的負担が増えた
ため、働くようになった
こと。

・なし

・都営住宅は安い
ためそれほど変化
はない(家賃発生に
より支出が増え
た)。

・なし

・特に不自
由している
ことはない
が、物資の
提供

定
住

・避難元では借
家であり、帰る
必要がないた
め。

21 Uさん 79 女性
妻(震災の
4年前に夫
は他界)

妻
田村市
常葉町

2011年
3月

民間賃貸
住宅→民
間賃貸住
宅

東京都
葛飾区

・息子が近くに住んでおり、
避難するよう言われたた
め。

・電車があるため不自
由しないこと。

・なし
・避難元の自宅、畑(農
業をやっていた)の状態
が心配だったこと。

・年金でひっそり暮
らしているため、な
し。

・なし ・なし ・なし
定
住

・帰りたいが自
宅は取り壊して
車も売ってしま
い、この年では
住めないため。

注：住居形態の→は借上住宅供与終了に伴う転居後の住居形態である。

借上住宅供与終了
後の生活の変化

受けて
いる支援

必要な支援住居形態 避難先
現在の避難先を選んだ理

由

回答者の属性 避難先について 生活について 行政による支援
現在の避難先を選んで

氏名

今後の居住意向

避難開
始時期

年齢 性別
世帯構成
(避難前)

世帯構成
(避難後)

避難元
困りごと 意

向
理由
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3、6、10、11、12、15、16）と多く、これは2017年3月末

の仮設住宅の提供終了に伴い、家賃が発生し負担が増加し

たことが理由である。また母子避難世帯の者では、子ども

の将来について考えているため、今後どうすべきか不安を

抱えている者（1、9）もいる。 

2017年3月末の仮設住宅の供与終了後の生活の変化につ

いては、経済的負担が増加したと答える者が21人中11人

（1、2、3、4、5、6、10、11、14、15、19）と半数以上お

り、自主避難者の生活が苦しくなったことがわかる。仕事

を始めた者（1、10）、生活費のために保険を解約した者（6）、

子どものために貯金してきたお金を切り崩して生計を立て

るようになった者（4）もいる。 

第4項 行政による支援 

現在受けている支援について、受けている者が 21 人中

11人（1、3、5、6、7、8、9、10、11、13、15）と半数以上

いるが、具体的な支援は福島県が行っている民間賃貸住宅

等への家賃補助のみであり、避難先で行われている支援を

受けている者はいない。またこの支援を受けたくても、そ

の要件から外れてしまった者もいる（2）。 

支援の必要性について、特に子育て世帯では必要性があ

ると考えている者が多く、60代、70代の世帯は必要性がな 

いと考えている者が多い。これは子育て世帯は子どもの教

育等で出費がかさむためである。内容としては、住宅に関

する支援が必要だと考えている者が21人中11人（1、2、

3、7、10、11、12、13、15、18、19）と多く、次いで生活

する上で必要不可欠な日用品の提供が必要と感じる者が 3

人（4、5、6）である。 

第5項 今後の居住意向 

今後の居住について、定住を希望している者が 21 人中

12人（1、3、4、7、10、14、16、17、18、19、20、21）と

半数以上おり、次いで定住するか帰還するか未定の者が 4

人（2、5、12、13）で多くなっている。その理由として、

子どもの将来について挙げる者（1、2、3、6、9、10、11、

12、16）がほとんどであり、子どもがどのような進路を辿

るかにより、決めるという者が多い。また避難元の家を売

却したり取り壊してしまった者（21）や、病気により帰り

たくても帰れないという者（15、19）もいる。 

 

第5章 結論 

福島県の仮設住宅の供与終了は、自主避難者の生活基盤

に大きな影響を与えた。供与終了後に帰還した人数や世帯

数は公表されていないが、避難先の自治体が実施した調査

の結果からは 16)、避難先に避難し続けている自主避難者は

少なくないと推察され、多くの自主避難者が経済的な困難

を抱えながら避難生活を続けていると考えられる。全国の

都道府県等では、供与終了にあわせて、子ども被災者支援

法による公営住宅入居時の優遇措置、自治体独自の住宅の

無償提供、転居の際の補助金、家賃補助による支援という、

住宅に関する支援制度を創設したところもあるが、自主避

難者にとって要件が厳しいものが多い。 

そもそも、たまたま避難した先の自治体によって対応が

異なること自体、不合理である。この点で、子ども被災者

支援法では、自主避難者を含む被災者は、避難元での居住

継続、避難継続、帰還を選択できることが保障されている。

国は、自主避難者が安心して暮らせるような制度を創設し、

そして自主避難者ひとりひとりの置かれた状況を考慮した、

柔軟な支援を行う必要がある。 

 

【補注】 

(1) 自主避難者とは、避難指示区域外の地域から避難した者を指し、本研

究では福島県内からの避難者のみを指す。 

(2) 福島県からの避難者数から強制避難者数を引いた数である。 
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